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Ⅰ 否定形の大統領だったはずが…

バイデン大統領は，ただひたすらトランプ大

統領ではないというその一点で大統領に選出さ

れた「否定形の大統領」だった。それゆえ，い

ざ選挙に勝つと，バイデン政権の目的そのもの

がすでに達成されてしまったかのような錯覚に

陥った人も少なくなかったに違いない。半ば冗

談で，政権発足前からすでに「レームダック」

だというような発言も聞かれたが，あながち冗

談ともいえなかった。

とりあえず選挙でトランプ大統領が退けられ

ると，「なぜバイデンなのか？」という問いに

対する答えは必ずしも明瞭ではないことが明ら

かになっていく。バイデンは，トランプを拒絶

する触媒ではあっても，そのバイデン自身にな

にを期待すればいいのかが必ずしもはっきりし

ていなかったからだ。しかも，トランプ大統領

は，自分の負けを認めず，さらに予想外の 7400

万票を獲得したことに自信を強めた。これは，

2020 年にバイデン候補が獲得した 8100 万票に

次ぐ，大統領選挙史上二番目の数字だ。単純な

比較はできないが，これは 2008 年と 12 年のオ
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バイデン大統領に対する期待は，トランプ時代の喧騒をリセットすることだった。つまり，「平常への復帰」

がバイデンに課せられたミッションだったといえる。やや大袈裟にいえば，バイデンのミッションは選挙当日

に半分は終わったともいえなくもない。しかし，いざ政権が発足すると，目の前にある巨大な問題群を前に，

否応なしに大胆な政策目標を掲げるようになっていく。終わらない新型コロナ危機，人種騒動・格差などの国

内問題，そして新たな戦略的競争や気候変動など，課題が山積みだった。こうしたなか，バイデン大統領は自

然と自身を世界大恐慌に向き合ったローズベルト大統領と重ねるようになっていく。これはレーガン政権以来

の「小さな政府」論を退け，積極的な政府の役割に依拠した新たな統治思想の模索でもあった。バイデンはビ

ジョンの人ではない。職業政治家として妥協と譲歩の技を磨いてきたタイプだ。そのバイデンが，期せずして

新たな統治思想を掲げて大胆な政策の実現に取り組もうとしている。しかし，わずかの議席で多数派を維持し

ているに過ぎない民主党はなかなか一つにまとまることができずにいる。党内左派と穏健派の対立も深刻だ。

本稿は米政治の現状を分析し，今後の展望について予備的な考察を行なったものである。



バマ大統領の獲得票数をも超えている。アメリ

カが圧倒的な勢いでトランプ大統領を退けたと

はとてもいえない数字だ。負けはしたものの，

予想を超える支持を得たトランプ大統領は，バ

イデンの勝利が不正な選挙の結果であると，そ

の正当性を疑い続ける言動を繰り返した（そし

て，いまなおそれを繰り返している）。

人々がバイデン政権を選んだことが正しかっ

たと改めて自覚したのは，就任式のわずか二週

間前，「アメリカを救う集会（Save America

Rally）」に参加するために首都ワシントン DC

に集まったトランプ支持者の一部が，トランプ

大統領の扇動に反応して暴徒と化し，連邦議会

議事堂になだれ込む光景を目にした時だった。

それは数時間ではあったが，「MAGA 叛乱

（MAGA［Make America Great Again］ Re-

bellion）」の様相を呈した。この衝撃的な映像

を見て，少なくない人が，これが単に一部のト

ランプ支持者が「調子に乗りすぎた」というこ

とではなく，2016 年の大統領選挙でアメリカ

がトランプ大統領を選んだことの論理的帰結だ

と感じるに至った。

オバマ大統領の出生を疑い（ゆえに彼が大統

領であることの正当性を疑い），2016 年から根

拠なく選挙への不信感を露わにし，2020 年の

選挙の結果も認めようとせず（ゆえにアメリカ

の民主主義そのものの正当性を切り崩し），米

保守派の底流に蠢いていた「反動の思想」を解

き放った人物が大統領だった 4年間でアメリカ

の政治的空間は大きく歪んだ。それを，どうに

かして「平常（normalcy）」に戻さなければな

らない。そうした任務ならば，バイデン大統領

以上に適した人物はいなかっただろう，少なく

ないアメリカ人がそう思うに至った。それは，

民主党の予備選挙でバイデンと競ったバー

ニー・サンダースにも，エリザベス・ウォーレ

ンにもこなせる仕事ではなかった。それはオバ

マでもなかっただろう。まさに，長年，職業政

治家として，妥協と譲歩を通じて合意を見出し

てきたバイデンにこそうってつけの任務だっ

た。こうしてアメリカは就任式のわずか二週間

前になって初めて，バイデンを選んだことが正

しい選択だったという感覚を「発見」していっ

た。

Ⅱ 普通だった就任式

二週間前の暴動の再来への懸念からモール周

辺はフェンスで囲まれ，コロナ対策で聴衆は最

低限の人数に制限され，壇上の関係者は互いに

距離を取りながら座りつつ，皆マスクを着用し

ていたが，それ以外はいたって普通の就任式

だった。就任演説も，特に強い印象を残すもの

ではなかった。唯一例外だったのは，従来なら

ば権力の平和的移譲を内外に示すために前任者

が新たな大統領の就任を祝うが，トランプ大統

領は就任式に出席することを拒み，就任式当日

の午前中には早々とワシントンDCを後にして

いた。しかし，就任式の壇上にトランプ大統領

が不在であったことが，逆に平常への復帰を印

象づけたともいえる。特に印象に残ることもな

い，しかし，逆説的ではあるが，その点におい

て記憶に残る，平穏な就任式だった。多くの人

が，「あー，そういえば，大統領の就任式はこ

んな感じでおこなわれていた」とこれまでの就

任式を思い起こしていたはずだ。

トランプ時代の乱気流を抜け出し，平常へ復

帰することがバイデンに託された期待だった。

「ビルド・バック・ベター（よりよい回復を）」

を唱えたバイデン大統領だったが，政権が発足
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するや，トランプ以前の「平常」への復帰がそ

うは容易ではないという状況がすぐに浮かび上

がってきた。収束しない新型コロナ危機・人種

や党派をめぐる国内の分断，敵意にも近いバイ

デンに対する感情，新しい地政学的な状況への

対応，さらには気候変動などのグローバルな

チャレンジなど，「平常への復帰」というスタ

ンスではとても処理できない問題群が，政権発

足してすぐのバイデン政権にのしかかっていっ

た。直面する問題の規模はむしろ，1930 年代

のローズベルト政権が直面した状況，もしくは

1960 年代のジョンソン政権が向き合った事態

に比肩するものであり，難局に向き合った時の

大胆さこそが要求されているという事態が明ら

かになっていった。

「否定形の大統領」として選出され，信念や

大胆さを貫くというよりは，国民世論の動向を

読むことに長けたベテラン政治家として知られ

たバイデンは，70 代後半にして，政治家とし

て大きく変わらざるをえない状況に直面するこ

とになる。

Ⅲ 予想外の大胆さ

「大胆さ（audacity）」はバイデン大統領の専

売特許ではない。むしろ，「audacity」は，バ

イデンのボスだったオバマが，大統領を目指す

にあたって出版した本の書名にあった言葉だっ

た。邦訳は『合衆国再生』だったが，原書は

『希望の大胆さ（Audacity of Hope）』（2006 年）

と名づけられた。それは「あるべき世界（the

world as it should be）」について大胆に語り，

「あるがままの世界（the world as it is）」を少

しでもそこに近づけていこうとする政治ビジョ

ンであった。オバマが実際にこのようなリー

ダーシップのかたちを示すことができたかとい

えば，厳しい評価の方が多いだろう。しかし，

「イスラム世界との対話」を掲げ，「核兵器なき

世界」を思い描き，そして国民皆保険制を目指

したオバマは，まさに「希望」について大胆に

語ろうとした大統領だった。

しかし，バイデンは，オバマ・ホワイトハウ

スにおいて，希望を現実に引き戻す役割を担っ

ていた。それは，オバマが，自らの政権におい

て希薄になりがちな，「ホワイト・アメリカ」

との接点をバイデンを介して繋ぎ止めようとし

ていたからでもあった。バイデンは，1973 年

以来，上院議員として民主党のその時の本流

（メインストリーム）を見極めるのに長けた

「職業政治家」として知られていた。6 期 36

年，上院議員を務めたバイデンから一貫性を期

待しようとしても，それはそもそも無理な期待

だ。そもそもトランプへの対抗馬として民主党

がバイデン候補を選択したのも，サンダースの

ように民主党のベースを熱狂させるからという

よりも，むしろそれを封印し，トランプが民主

党から奪っていった「白人労働者」を再度民主

党に呼び込む，もしくは最低限その層を遠ざけ

ず，トランプ現象を勢いづかせないことが期待

されたからだ。しかし，いざ政権が発足する

と，よく見知ったバイデンとは別のバイデンを

目にすることになる。

Ⅳ バイデンの歴史的自己認識

3 月上旬，バイデン大統領は数人の歴史家を

ホワイトハウスに招き懇談を行なっている。

キャンペーン中からバイデン候補のスピーチに

ついてアドバイスを行ってきた著名な歴史家の

ジョン・ミーチャムが声がけするかたちで実施
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された模様だ1)。ミーチャムは，バイデンの

「歴史の詩神（historical muse）」とも呼ばれ，

彼の 2018 年の著作，『アメリカの魂（The Soul

of America）』（2018 年）は，「アメリカの魂を

めぐるたたかい」というバイデンの大統領選挙

キャンペーンのモチーフになったことでも知ら

れている2)。その歴史家とのやりとりからは，

「自分は FDR ではないが…」と断りつつも，

バイデンが，FDR が直面していた状況を明ら

かに意識していることがうかがえる。FDRは，

世界大恐慌，そして第二次大戦という巨大な難

関に直面し，アメリカの統治思想そのものに大

きな影響を及ぼし，そのことを通じて米国政治

に大きな痕跡を残した大統領だ。それは，個人

や教会，企業，そして州など，国家より小さな

ユニットでは対処できない問題群を前に，連邦

政府の役割を積極的に肯定，拡大しながら問題

に向き合っていくという発想だ。バイデンが

FDR を意識しているのは，大統領執務室に掲

げられている五人の歴代大統領の中心に，他の

ものよりも一回り大きい FDR の肖像画が掲げ

られていることからも明らかである3)。

ミーチャムによれば，バイデンはデモクラ

シーが世界各地で，そしてアメリカにおいて

も，実存的な脅威にさらされていると認識して

いるという。ここで，アメリカが自身を立て直

さなければ，権威主義体制との間の競争で，デ

モクラシーの側が大きく後退しかねないという

認識だ4)。現在，アメリカを覆っている危機

は，コロナ危機やトランプ現象などの個々の問

題を超えた，より構造的な問題であるとの認識

が広がっている。そのことは例えば人種問題

を，構造的な問題として認識しようとする傾向

が強くなっていることとも対応している。つま

り，「レイシズム」は，個々人が抱く人種差別

感情の問題ではなく，システム自体に内在する

「システミック・レイシズム（構造的人種差

別）」であるという考え方だ。これらを是正し

ていくためには，小手先の改善ではなく，発想

の根本的な転換と大胆な改革が必要になってく

る。

政権が発足してからのバイデンは，党内左派

の要求もあって，その方向に大きく舵を切っ

た。バイデン自身にどれほどの信念があったの

かは現時点では見通せない。しかし，それは，

レーガン政権以来の「小さな政府」路線を見直

し，FDR の「ニューディール」，LBJ の「グ

レートソサイエティ」の方向に舵を切りなお

し，統治思想そのものに大胆な改変を求めてい

るかのようだった5)。それは，多くの人が思い

描いていた穏健で比較的慎重なバイデンとは大

分違っていた。保守派のテッド・クルーズ上院

議員は，そうしたバイデンの「最初の 100 日」

を，「（バイデン自身は相変わらず）退屈だが，

ラディカル（boring but radical）」だと形容し

た。

Ⅴ 政治的勢いに乗る

バイデンはオバマ政権の副大統領として，オ

バマ大統領が共和党に配慮したものの，結局共

和党の支持を取りつけられず，むしろ共和党は

それをオバマの弱さの兆候として捉え，事実上

の反オバマ運動であったティーパーティー運動

を台頭させてしまった状況を，大統領の傍で眺

めていた。「モメンタム（勢い）はあるうちに

使え」，オバマ政権の副大統領として，バイデ

ンが体得したことは，政権発足時の加速感に

乗って政策を実現していくことの重要性だっ

た。このモメンタムはいずれ消えてなくなる。
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ならば，勢いがあるうちにそれを徹底的に活用

すべきということだった。さらに，バイデン政

権の場合は，文字通り未曾有の危機である新型

コロナ危機をそのままトランプ政権から引き継

ぎ，人種をめぐる亀裂，そして社会的分断も，

極度の緊張状態にあり，なにもしないというオ

プションはそもそもなかった。

こうした状況に後押しされる形で，バイデン

政権は誰もが想像しえなかった「大胆な政権」

として滑りだした。そして，政権が発足してし

ばらくの間は，もしかしてバイデン政権は，期

せずして「大いなる転換（トランスフォーメー

ション）」をもたらす政権になるのではとの期

待が高まった6)。共和党員の間でさえ，バイデ

ンのインフラ法案を拒むのは難しいという見方

が「最初の 100 日」くらいまでは持続した。

ニューディール規模とも言われた景気刺激対策

とインフラ投資法案は，その巨大さゆえに，そ

れ以前の党派対立やイデオロギー対立をも飲み

込んでいってしまうのではとの見方さえあっ

た。共和党は，文化的争点を軸に保守主義の足

元を固めてきたが，バイデンは就任以来，文化

的争点には踏み込まず，ただひたすら経済的な

利益関心に訴えることによって，かつての

ニューディール連合のような，トランプ現象を

切り崩す新たな連合を築き上げようとしている

かのようだった7)。

トランプという「異常事態」，アメリカを襲

う未曾有の危機，そして深い分断は，大胆な変

化を要請しているとの見方を強めた。それは，

外交においても同様だった。のしかかる国内問

題に対処するのに精一杯で，バイデン政権にお

いて外交は周縁に押しやられるものと考えられ

ていた。しかし，政権発足後わずか 6 週間で

「暫定的国家安全保障戦略指針（ Interim

National Security Guidance）」を発表し，その

後はアメリカの国際社会への復権，そしてタフ

な対中政策を軸に外交攻勢をかけた。これは，

日本としても歓迎すべき傾向で，選挙中のバイ

デン候補に対する不安は一気に吹き飛んだかの

ようだった。

Ⅵ 蒸発するバイデンへの期待

しかし，バイデン政権とアメリカとの蜜月期

間は想定通り長続きしなかった。何か単一の

「トリガー・イベント」があったわけではない。

複数の事態が折り重なるようにして，バイデン

政権への支持率を圧迫し，10 月 23 日時点の

FiveThirtyEight 平均（https://fivethirtyeight.

com）では，支持が 43.4％，不支持が 50.7％

と非常に厳しい数字となっている。信用度の高

いクィニピアック大の調査（10/15-18）では，

支持が 37％まで落ち込んでいる。なぜ，ここ

まで評価が急激に変わったのだろうか。

バイデン政権が評価された最大の要因は「プ

ロが戻ってきた」という安心感だった。4 年間

の喧騒，大統領自身の病的なまでの自己顕示

欲，そしてディープステートへの不信感に突き

動かされた政権運営がもたらした混乱から，経

験を積んだ老練なバイデンならばきっとアメリ

カを引っ張り出してくれるに違いない，そうし

た期待だった。政権発足当初は，誰も拒絶する

ことができない，大型の景気刺激対策とコロナ

危機対策に幻惑された。しかし，新型コロナ・

ウイルス・デルタ株の出現によって感染者数が

リバウンドすると，「話が違うじゃないか」と

いう不満が広がった。

リバウンド自体は，バイデン大統領の責任と

はいえはない。米疾病対策センター（CDC）
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がマスクに関するガイドラインをあまりに早く

緩めてしまったことなど，他にも原因があろ

う。しかし，バイデン自身が，7 月 4 日の独立

記念日に，「新型コロナ・ウイルスからの独立

も近い」と自信を持って言い放ってしまったこ

とが事態を悪化させてしまった感は否めない。

もともと新型コロナ・ウイルスについては，そ

の評価について党派的な違いが大きかったこと

が知られている8)。しかし，ウイルスからの独

立宣言とリバウンド以降，共和党側のリバタリ

アン的なイデオロギーが刺激され，「放ってお

いてくれ（leave me alone）」的な感覚がより先

鋭化していく。こうして，この問題は，パンデ

ミックをめぐる問題である以上に，「自由」を

めぐる議論にすり替わっていった。その結果，

新型コロナ・ウイルス危機は，ますます「レッ

ド・パンデミック」の様相を濃くしている9)。

「赤い州」ほどワクチン接種率が低く，感染状

況が悪化したのはよく知られたところだ。

さらに「プロが戻ってきた」という感覚を裏

切ったのが，アフガニスタンからの撤退だっ

た。トランプ政権がタリバーンと合意した撤退

日を延長し，その日を 9月 11 日に設定すると，

現地情勢は度外視して，撤退そのものを自己目

的化していった。最終的に撤退は 8月中に完了

することになるが，その撤退は単独主義的で，

なおかつ無計画ぶりを露呈させてしまい，人々

はアメリカがカブールから撤退する様を，サイ

ゴンの陥落と重ねて論じた。アメリカ軍が実施

した「非戦闘員退避作戦（NEO）」そのもの

は，混乱はあったものの，制約条件を考えると

「ロジ的成功」という評価も少なくない。しか

し，「アフガニスタンで米軍にできることはも

う何もない」と居直り，それを躊躇なく手放す

様は，外交通を自称し，「アメリカは戻ってき

た」というバイデン政権が一貫して訴えてきた

メッセージとは完全に逆行しているかのよう

だった。トランプ／アメリカ・ファーストとの

意図せざる連続性さえ指摘されるようになっ

た10)。アフガニスタンからの米軍の撤退その

ものは，対外介入に疲弊したアメリカ国民が望

んでいたことでもあった。職業政治家のバイデ

ンは，そのことを鋭敏に読み取り，それを政治

目的化した。現に撤退が完了してからほぼ二ヶ

月が経ち，アフガニスタン情勢への関心は，

人々の意識から消え去ろうとしている。しか

し，「バイデン政権が引き起こした混乱」のイ

メージは，意識に痕跡を残し，本当に大丈夫な

んだろうかという感覚，そしてバイデン政権の

「能力（competence）」に対して人々が疑問を

持つきっかけを作ってしまった。

Ⅶ 民主党さえまとめられない？

本稿執筆時点（10 月中旬）で，バイデン政

権にとって最大の課題は，1 兆ドル規模のイン

フラ投資法案を議会が採択できるかどうかだ。

議会民主党は，上下両院でごくわずかの差で多

数党の地位を維持しているに過ぎず，上院では

一票たりとも失えない。下院でもわずか数票を

失えば法案が通せなくなる。しかし，党内で勢

いづく左派は別の大型の社会保障や気候変動に

関する法案の採択も同時に求め，民主党内で合

意を形成することができないため，行き詰まっ

ている状況だ。これでインフラ投資法案さえも

通せないようなことになれば，バイデン政権は

大きな打撃を被ることになる。バイデン大統領

は，上院議員としての経験が 6 期 36 年ある。

しかし，バイデンが議員だったのは，今から

12 年前のことだ。その頃と比べても今の議会
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は大分様子が違う。特に下院の左派は勢いづ

き，老獪なナンシー・ペローシ下院議長でもひ

とつにまとめられないような状況だ。

2022 年に行われる中間選挙で民主党が多数

党の地位を失う可能性が高いというのはほぼ定

説になっている。そもそも，新政権が発足した

後の最初の中間選挙は，政権党が議席を失うの

はほぼ定式のように語られる。当然例外があり

えないということではないが，現在の民主党と

共和党の間の僅差を考えると，議会の構図が

ひっくり返ると想定するのはむしろ自然なこと

だ。だとすると，党内左派は民主党がホワイト

ハウスと議会の両院を押さえているいまのうち

に，通せるものは通してしまおうという発想で

動いている。しかし，穏健派は，負け幅をなる

べく小さくするために，左に振れることをなる

べく抑制していこうという発想だ。バイデン

は，この両勢力に挟まれ，有効な手立てを見出

せていない。

もし，このままいってしまえば，FDR どこ

ろか，早くもレームダック化という言葉が飛び

交い出すだろう。そもそも，FDR と LBJ は議

会における民主党の圧倒的優位を背景に巨大な

取り組みを実現させたのであって，今の民主党

はそうした状況にはなく，バイデン政権が実態

とはかけ離れた高みを目指したという批判はま

ぬがれえないだろう。さらに，バイデン政権は

二期目を目指さない可能性もあり，そのことが

通常以上にレームダック言説を加速させること

になってしまうだろう。カマラ・ハリス副大統

領への期待が高くはないことも悩みの種だ。も

ちろん，政権発足一年目で，次の政権を副大統

領に引き継ぐという構図など打ち出せようはず

もない11)。しかし，現時点では，ハリス待望

論よりも，ハリス不安論の方が強く，この二期

目に関する不透明性が，インフラ投資法案をバ

イデン政権の行方を左右する決定的な法案の地

位にまで高めてしまっている。

Ⅷ 徘徊するトランプの影

そして，バイデン政権を背後から脅かしてい

るのが，トランプ前大統領の影だ。トランプは

依然として，2020 年大統領選挙の結果を認め

ていない。現在，共和党の側で一番存在感のあ

る人物は誰かといえば，トランプをおいて他に

はいないだろう。敗退した大統領が，党内でこ

れだけ存在感を維持し続けるのは異例だ。トラ

ンプに対する抵抗の声が共和党の中でないわけ

ではない。しかし，現在の共和党はトランプの

党であり，特にその傾向はグラスルーツで顕著

だ。1 月 6 日の MAGA 反乱で，トランプ時代

の終焉を嗅ぎ取った少なくない数の共和党の政

治家は「トランプ的なるもの」に対して違和感

を表明した。しかし，トランプが歴史の後景に

退いていかないのを確認すると，多くがそのこ

とを事実として受け入れていった。いま，仮に

共和党内で予備選挙が行われたら，トランプの

勢いを削ぐ他の人物を思い描くのは難しい。

2024 年の大統領選挙でトランプが返り咲き

を目指すには多くのハードルがある。しかし，

多くのインサイダーが，トランプ自身はそれを

もうほぼ決定しているとの見方をとってい

る12)。仮に再選を狙うとしても，当選するか

どうかはまた別の問題だ。しかし，もしトラン

プが再選を狙うならば，2024 年 11 月の大統領

選挙までの期間，またアメリカは喧騒の中で政

治的時間を失うことになる可能性が高い。アメ

リカにそのような余裕はないはずだ。バイデン

政権一年目のアメリカが，復元していく道筋を
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見つけたとはとてもいえない状況だ。
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